
〔高等教育局〕 

 

留学コーディネーター配置事業 

 

１． 創設年度：平成 26年度      

２． 平成 29年度予算額：1.2億円 

３． 事業概要 

 優秀な外国人留学生を数多く受け入れるため、海外の重点地域において、

オールジャパンで日本留学を促進するためのコーディネーターを配置し、

現地でのネットワーク構築、留学情報の収集・提供等を実施する体制を整

備する。〈委託費〉 

 

４． 選定理由：オ（公開の場で外部の視点による検証が有効なもの） 

   優秀な外国人留学生獲得のため、海外の重点地域に留学コーディネータ

ーを配置し、現地における日本留学のプラットフォーム構築を委託する事

業であり、我が国が留学生 30 万人計画に基づき、留学生の受け入れ等を

進める中で、本事業のこれまでの成果や取組状況を確認するとともに、そ

れらが当初の事業目的に照らして十分なものとなっているかなどの点に

ついて、公開の場で検証することで、成果の把握手法の精緻化等が期待さ

れるとともに、今後の事業の在り方について検討する機会を得ることがで

きると考えられるため。 

 

５． 想定される論点 

  ・事業成果の検証について 

・これまでの事業成果を踏まえた今後の事業の在り方について 

・アウトカム、アウトプットは適切に設定されているか 

 

※成果指標（平成 28年度） 

  ・我が国が受け入れる外国人留学生数 



H28年度事業番号 0403

高等教育局

政策

政策目標 13

施策 ※平成２８年度事前分析表より転記

施策目標 13-１

施策の概要

達成目標１

達成目標２

事業 ※平成２８年度レビューシートより転記

事業名

事業の目的

事業概要

本事業の成果
と上位施策と

の関係

本事業は、今後、特に留学生の増加が見込まれる国、地域に日本留学の司令塔となる留学コーディネーターを配置し、現地でのネットワーク構築、留学
情報の収集・提供等を実施する体制を整備するものである。本事業を推進することで、日本留学の魅力を当該国及び地域に効果的に発信することが可
能となり、日本への留学に興味関心を持つ学生が増えることで、留学生の増加が見込まれる。

アウトプット 地域の核となる国際交流拠点数

政策・施策・事業整理票

豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

我が国が受け入れる外国人留学生数

留学コーディネーター配置事業

優秀な外国人留学生を数多く受け入れるため、海外の重点地域において、オールジャパンで日本留学を促進するためのコーディネーターを配置し、現
地でのネットワーク構築、留学情報の収集・提供等を実施する体制を整備する。

○重点地域ごとに日本留学の司令塔となる留学コーディネーターを配置する。
○在外公館や我が国の政府機関の海外事務所、各大学が設置する海外拠点との連携・協力を行う。
○現地の大学及び高等学校等とのネットワークを構築する。

概要 人づくりなどに資する国際交流・協力の推進を通じて豊かな国際社会の構築の一翼を担う。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

アウトカム

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

 国際交流の推進

諸外国との人材交流等を通して、国際社会で活躍できる人材を育成するとともに、諸外国の人材養成に貢献し、我が国と諸外国との相互理解と友好親
善に資する。

高等教育段階の国際交流等を拡大する。

初等中等教育段階の国際交流等を拡大する。

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

定量的な成果目標 我が国が受け入れる外国人留学生数を30万人まで増やす(各年度の目標値は前年度実績を上回る値とする)

成果指標



（ ）

ＯＤＡ

計

政府開発援助外国人留学
生受入推進事業委託費

29年度要求 主な増減理由

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

- 3 4 -

4

年度

168,145

161,849

「留学生３０万人計画」骨子（平成20年7月29日策定）
「日本再興戦略～JAPAN is BACK～」(平成25年6月14日閣
議決定)
「第2期教育振興基本計画」（平成25年6月14日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

104 110

168,146

184,155 208,379

184,156

113 -

-

-

- -

120 270

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0403

年度32

-

300,000

-

歳出予算目

270

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

計算式 百万円/件

30

-

26年度

単位

- 3 4

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

人

平成２８年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

0 90 120 120 270

85 110

執行率（％） - 94% 92%

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

優秀な外国人留学生を数多く受け入れるため、海外の重点地域において、オールジャパンで日本留学を促進するためのコーディネーターを配置し、現地での
ネットワーク構築、留学情報の収集・提供等を実施する体制を整備する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人

28年度当初予算

110/485/3

-

- -

補正予算

百万円

120

単位

執行額／拠点数

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○重点地域ごとに日本留学の司令塔となる留学コーディネーターを配置する。
○在外公館や我が国の政府機関の海外事務所、各大学が設置する海外拠点との連携・協力を行う。
○現地の大学及び高等学校等とのネットワークを構築する。
これらの事業の実施に当たっては、委託を受けた大学が有する拠点や、現地における留学に関するネットワーク、ノウハウ等を活用して実施する。

- -

-

- -

- -

我が国が受け入れる外国
人留学生数

25年度

事業番号

留学コーディネーター配置事業 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 学生・留学生課留学生交流室
学生・留学生課長
井上　輸一

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

文教及び科学振興

-

90

我が国が受け入れる外国
人留学生数を30万人まで
増やす(各年度の目標値は
前年度実績を上回る値とす
る)

実施方法

％

コーディネーターの配置を４拠点から９拠点に増やすため。

-
地域の核となる国際交流拠点数

120/4

28年度活動見込

- 28.3 27.5

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

120 270

活動指標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

一般会計

120



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位 27年度 28年度- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - -

測
定
指
標

実績値 人 168,145

施策 13-1 国際交流の推進

政策 13 豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

-

年度
定量的指標 25年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、今後、特に留学生の増加が見込まれる国、地域に日本留学の司令塔となる留学コーディネーターを配置し、現地でのネットワーク構築、
留学情報の収集・提供等を実施する体制を整備するものである。本事業を推進することで、日本留学の魅力を当該国及び地域に効果的に発信する
ことが可能となり、日本への留学に興味関心を持つ学生が増えることで、留学生の増加が見込まれる。

-

- 32

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

184,155

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

国が主体となって実施すべき事業であるため、委託契約によ
り国が負担することが妥当なものである

国
費
投
入
の
必
要
性

単位

-

外国人留学生数

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -成果実績

すでに留学に関する知識及び実績を有する大学に委託する
ことで、コストを削減し、効率的に運営している。

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

‐

-

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は「日本再興戦略」及び「第２期教育振興基本計画」
等を踏まえて実施する必要があり、優先度の高い事業であ
る。

費目・使途は事業実施のための委託費であり、公募要項等
においても使途の詳細等を定めることとしているため、真に
必要なものに限定されていると認められる。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

年度

208,379 -

目標値 人

K
P
I

(

第
一
階
層

） - -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

- - -

○

費目・使途は事業実施のための委託費であり、公募要項等
においても使途の詳細等を定めることとしているため、真に
必要なものに限定されていると認められる。

単位

○

支出先（委託業者）は、公募を行い、有識者による選考委員
会において申請者の研究内容等を厳正に審査の上、決定さ
れている。

○

-

計画開始時
27年度 28年度

- - - -

年度

中間目標

-

-

目標値

評　価項　　目

本事業は「日本再興戦略」及び「教育振興基本計画」の目標
達成に向け、諸外国の経済的情勢や現地で求められている
人材等を総合的に把握し、また現地の政府関係機関や学校
とのネットワークを構築し、日本への留学促進のために、戦
略的に取り組むプラットフォームを構築するものである。外国
人留学生の受入を促進することで、諸外国との相互理解の
増進と人的ネットワークの形成、我が国の大学等の教育力・
研究力の強化、国際的知的貢献に資するものである。

300,000

目標最終年度

○

-

-

本事業は世界で勝てる真のグローバル人材育成のため実
施する事業であり、国が主体となり、国費を投じて実施する
必要があると認められる。

○



事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○
優秀な外国人学生を受け入れるため海外における説明会な
どの実施に取り組んでいる。

○

所管府省・部局名

本事業を民間企業等に委託した場合と比較し、留学に関す
る知識及び実績を有する大学等へ委託したほうが、コスト面
でも有利であると考えられる。

１．事業評価の観点 ： 本事業は、優秀な外国人留学生を数多く受け入れるため、海外の重点地域において、オールジャパンで日本留学を促進す
るためのコーディネーターを配置し、現地でのネットワーク構築、留学情報の収集・提供等を実施する体制を整備することを目的としており、事業
評価に当たっては予算執行状況の観点から評価を行った。

２．所見 ： 現地の政府関係機関や学校とのネットワークを構築し、日本への留学促進のために、戦略的に取り組むプラットフォームを形成等する
ものであり、国の事業としての必要性は認められる。なお、本事業は概ね計画通りに予算執行されたものと考えられるが、更なる事業の効率化を
目指し、積算単価を再検証するなど、引き続きコスト削減に努めるべきである。

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

優秀な外国人学生を受け入れるため、海外における説明会
などの実施に取り組み、各地域の留学生の増につとめてい
る。

事業番号

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

新26-0043

平成24年度

平成27年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

平成25年度

縮
減

-

○

平成26年度

外部有識者による点検対象外

旅費について可能な限り、ディスカウントチケットを活用するなど効率的な執行を行うことにより、概算要求額に▲7百万円反映した。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

421

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

企画競争により適切に委託先を選定し、計画の効果が大きいと予想される大学に事業を委託しているものである。
経費の執行に関しては、受託している各大学から提出される申請書及び実績報告書等により、事業目的に沿って使用されているか確認してお
り、引き続き事業の適正な実施に努める。

本事業は、「日本再興戦略」及び「教育振興基本計画」等を踏まえて実施されるものであり、優先度の高い事業であると認められる。
成果目標として２０２０年までに外国人留学生の受入れ３０万人を目指すこととしており、そのための活動指標として海外の国際交流拠点を整
備することは、事業効果及び費用対効果の面からも妥当であると判断できる。

事業名

‐

留学コーディネータ－を活用し、情報収集・情報発信等を
行っている。

-

-

平成23年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

留学コーディネーター配置
事業

留学コーディネーター配置
事業

留学コーディネーター配置
事業

留学コーディネーター配置
事業

30

30

19

- 100％

法　人　番　号

6430005004014

2260005002575

5050005005266

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

随意契約
（その他）

- 100％

5010005007398 30

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（企画競争）

- 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-2 100％

2

3

1

4

計 31 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

9

給与 14

B.

消耗品費

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

旅費 国内旅費、国外旅費 8

使　途

事業活動費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.東京大学

人件費

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

東京大学

北海道大学

岡山大学

筑波大学

チェック

チェック

文部科学省
１１０ 百万円

本事業の選定委員会の審査・評価結果に基づき、委託先を決定するとともに、
委託先に対して委託費を交付する。

日本留学の司令塔となる留学コーディネーターを配置し、在外公館や我が国
の政府機関の海外事務所、各大学が設置する海外拠点との連携・協力を行
うとともに、現地の大学及び高等学校のネットワークを構築する。

委託【随意契約(企画競争、その他)】

A.国立大学（全４大学）
１１０百万円



⃝ 日本の成長につながる優秀な外国人留学生の受入れを増加させるた
めに、留学コーディネーターを配置する重点地域を設定。国費外国人留
学生制度における戦略的な受入れと連携させて効果的に取り組む。

重点地域の設定・考え方

⃝ 外国の経済的情勢や現地で求められている人材、日本の政府関係機関や日本企業の取組等を総合的に把握し、また現地の
政府関係機関や学校諸（高等学校や大学等）とのネットワークを構築して、日本への留学促進のために、オールジャパンで戦略
的に取り組むプラットフォームが構築できていない。

⃝ 優秀な外国人留学生を確保するため、現地において入学許可を出せる体制を拡大していく基礎をつくる必要がある。

課題

【日本再興戦略(平成25年6月14日閣議決定)(抜粋)】
一．日本産業再興プラン ２．雇用制度改革・人材力の強化
⑦グローバル化等に対応する人材力の強化
優秀な外国人留学生についても、2012年の14万人から2020年までに

30万人に倍増させること（「留学生30万人計画」の実現）を目指す。
○意欲と能力のある若者全員への留学機会の付与
・留学機会の確保と併せ、優秀な外国人留学生獲得のための海外の重
点地域を選定し、大学等の海外拠点の強化や支援の充実による戦略的
な外国人留学生の確保を推進するとともに、留学経験者の把握等ネット
ワークを強化するなど、優秀な外国人留学生の受入れを促進する。

【日本再興戦略改訂2014(平成26年6月24日閣議決定)(抜粋)】
一．日本産業再興プラン ２．雇用制度改革・人材力の強化
②グローバル化等に対応する人材力の育成強化
留学生30万人計画の実現に向け、日本留学の魅力を高め、優秀な外
国人留学生を確保するため、国内外の学生が交流する宿舎・交流スペ
ース等の整備の支援を行うとともに、国内外の学生が交流する機会等の
創出、（中略）等の受入れ環境の支援を強化する。

背景

⃝ 重点地域ごとに日本留学の司令塔となる留学コーディネーターを配置。【各重点地域の日本留学のプラットフォームを構築】
⃝ 日本留学促進の観点から重点地域ごとに在外公館や政府機関等の海外事務所、日本企業等の取組状況を一元的かつ

総合的に把握。【現地の情報収集を強化】
⃝ 重点地域の政府機関や大学、高等学校等とのネットワーク構築。

【日本留学の魅力を伝達、優秀な外国人留学生を確保するルートを構築】
⃝ より多くの日本の大学が現地において入学許可まで出せる体制づくりをサポート。【現地における大学等の入学許可の促進】

事業概要

留学コーディネーター配置事業

採択年度 対象地域 採択大学（活動拠点）

２６年度 ミャンマー 岡山大学（ヤンゴン）

２６年度 アフリカ（サブサハラ） 北海道大学（ザンビア・ルサカ）

２６年度 インド 東京大学（ニューデリー）

２７年度 ブラジル 筑波大学（サンパウロ）

採択大学・地域

平成２９年度予算額：１２０百万円（平成２８年度予算額：１２０百万円）



１３－１「国際交流の推進」の施策マップ

施策の実施理由 活動内容 効果 目標

諸外国の優秀な人材の受入
れを促進するため、奨学金を
支給し、我が国の大学等の
教育･研究力強化等を図る。

コミュニケーション能
力、異文化理解、課
題発見･解決能力等
グローバル化に対応
したスキルを身に付
けたグローバル人材
を育成する。

（達成目標１）
高等教育段階の国
際交流等を拡大。

【大学等の海外留学支援制
度の創設】【社会総がかりで
行う高校生留学促進事業】

【留学コーディネーター配置事業】
【日米教育交流の推進事業】等

（達成目標２）

初等中等教育段階の
国際交流等を拡大。

（施策の概要）

諸外国との人材交流
等を通して、国際社会
で活躍できる人材を
育成し、我が国と諸外
国との相互理解と友
好親善に資する。

双方向の留学生交流
の増加により、我が
国のグローバル化、
諸外国との相互理解
の増進と人的ネット
ワークの形成が図ら
れる。

少子化、社会･経済の
グローバル化が進展
する我が国において、
留学生交流等国際交
流を通じて、個々の
能力を高め、グロー
バル化した社会で活
躍する人材を育成す
ることや優秀な外国
人を確保し我が国の
成長に生かすことが
必要であるため。

【国費外国人留学生制度】等

海外に派遣される日本人高
校生･大学生や、海外から
の留学生に対して奨学金等
を支給し、経済的な支援を
行う。

他国との相互理解の促進
を図りつつ、日本から海外
への留学、または外国から
の留学生受入れの基盤を
作る。
































